
この動画では、保育園等の申込みに際し、必要となる書類について説明いた
します。
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申込みに必要な書類は、こちらに記載の４点です。
４点の書類について、目次の順に説明いたします。
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はじめに、申込みに必要な書類の種類、
次に、申込みに必要な書類 1 ⃣の注意点、
次に、申込みに必要な書類 2 ⃣、 3 ⃣の例、
最後に、申込みに必要な書類 4 ⃣の注意点
を説明いたします。
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申込みに必要な書類の種類について説明いたします。
▲1 ⃣「教育・保育給付認定申請書兼保育園等利用申込書①～⑤」です。
申込みにあたり、全ての世帯が提出する書類です。
▲2 ⃣保護者が保育を必要とする状況を証明するための書類です。
就労、出産、病気等、保護者の状況に応じて必要な書類が異なります。保護
者それぞれの書類を提出してください。
▲3 ⃣その他世帯の状況に応じて必要な書類です。
育児休業中や、他の保育施設に児童を預け入れている場合等、世帯の状況に
応じて必要な書類が異なります。
▲4 ⃣税に関する書類です。
利用調整や保育料の算定で使用します。
令和４年１月１日以前から練馬区に住民登録があり、保護者全員に練馬区で
住民税が賦課・決定されている場合は不要です。
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申込みに必要な書類 1 ⃣の注意点を説明いたします。
①の家庭状況・希望保育園等について、▲「利用希望月」は、▲希望する入
園月をご記入ください。
▲「希望する保育園等」欄には、▲「保育園等一覧」の冊子から希望園を選
び、園名と施設コードをご記入ください。
希望数は、最大13園までです。空き枠にかかわらず、通いたい順番に１から
ご記入ください。
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③児童の状況について、きょうだいで申込みをされる方は、必ず▲▲「きょ
うだいで申込みをされる方へ」の欄を記入してください。
こちらにチェックしたご希望の条件を満たさない限り、内定にはなりません
ので、ご注意ください。
保護者が育児休業中の方で、「きょうだいの組み合わせについて」のチェッ
ク項目▲「ひとりでも入園できれば入園する」を選択されると、
▲児童ひとりのみ内定が決まった場合でも、内定月中に復職する必要があり
ますので、ご注意ください。
なお、申込み後にきょうだい組合わせを変更したい場合は、締切日までに
『保育園等利用内容変更届』をご提出ください。
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申込みに必要な書類 2 ⃣および 3 ⃣の例を紹介いたします。
例１、父、母ともに就労の要件で、母が育児休業を取得中の場合です。
必要書類は、
▲父の『就労証明書』
▲母の『就労証明書』
▲『復職に関する申立書』
お申込み児童が１歳児クラス以上に該当し、育児休業給付金を受給している
場合は、
▲育児休業給付金支給決定通知書のコピーをご提出ください。
なお、就労証明書は、申込日の前月１日以降に証明されたものをご提出くだ
さい。
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▲『復職に関する申立書』の「復職希望月」欄については、
利用希望月中に復職し、児童を保育園へ預け入れたい場合には、
▲『申込書①』の「利用希望月」に記入する月と同じ月を記入するようにし
てください。
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例２、父が就労、母が出産要件の場合です。
出産要件の場合、▲母子健康手帳、▲復職に関する申立書を提出してくださ
い。
なお、母子健康手帳は、出産前の方は、分娩予定日記載ページのコピーを、
出産後の方は、娩出日時記載ページのコピーをご提出ください。
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例３、父が不存在、母が就労の場合です。
不存在の場合は、▲「ひとり親世帯に関する書類」を提出してください。
離婚した方、離婚調停中の方、離婚協議中の方、それぞれで必要書類が異な
ります。
なお、こちらに記載している内容に該当しない方も、ひとり親世帯として認
定される場合がありますので、
詳しくは保育課入園相談係へお問い合わせください。
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申込みに必要な書類 4 ⃣の注意点を説明いたします。
令和４年１月１日以前から練馬区に住民登録があり、住民税が賦課・決定さ
れている場合には、

住民税に関する書類を提出する必要はありません。
ただし、住民税が未申告の場合は申告が必要です。
税に関する書類が必要となるのは、
令和４年１月１日時点、令和５年１月１日時点、令和６年１月１日時点で練
馬区に住民登録がない方です。
なお、練馬区に住民登録された時期および入園申込みの時期によって必要書
類が異なります。
また、保護者それぞれの書類が必要となります。
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具体的に、税に関する書類とは、
▲特別徴収税額の決定通知書のコピーまたは、▲課税（非課税）証明書のコ
ピーです。
特別徴収税額の決定通知書とは、５月から６月ごろに、給与天引されている
方へ勤務先を通じて渡される通知書です。
課税（非課税）証明書とは、該当年の１月１日時点でお住まいだった自治体
の税務課等で発行できる証明書です。
なお、課税（非課税）証明書は、全部事項証明である必要があります。
また、「納税証明書」ではありませんので、ご注意ください。
以上で「申込みに必要な書類について」の説明を終わります。
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